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大項目 中項目 小項目 大項目 中項目 小項目 大項目 中項目 小項目

生産時間増

余暇時間増

燃料費の節減

車両消耗費等節減

個人的損失額の低減

社会的損失額の低減

疲労の低減

道路からの景観創出

歩行の安全性向上

歩行の快適性向上

人口の安定 人口の定着

新たな地域景観の創出 財政支出の節減

租税収入の増加

所得格差の是正

土壌・水環境等への影響 生活格差の是正

道路整備による効果項目体系

間接効果

道路空間の
利用

沿道地域生態系/
希少種への影響

レクリエーション施設
へのアクセス向上

交流人口の増大

幹線交通アクセス向上
（新幹線、港湾、空港）

災害時の
代替路確保

災害時交通機能
の確保

人的物的被害の低減

生活機会、
交流機会
の拡大

走行時間短縮

走行費用減少

交通事故減少

走行快適性
の向上

CO2排出による
環境への影響

地球環境

道
路
利
用
者

直接効果

ライフライン等の収容
（電線、上下水道等）

生態系

環
境
効
果

沿
道
お
よ
び
地
域
社
会

防災空間の提供
（延焼防止機能等）

土地利用への影響
（建築物制限の解消）

周辺との調和
（自然/都市景観等）景観

道
路
利
用
効
果

歩行の安全性・
快適性の向上

人的影響/物的影響
（Noｘ、Soｘ、SPM）

大気汚染

騒音
コミュニケーション/
快適性/心身への影響

既存産業の生産拡大
による雇用増/所得増

新規立地産業の生産
に伴う雇用増/所得増

雇用・所得
増大

公共・生活利便施設
へのアクセス向上

財・サービス
価格の低下

生産コスト減/流通合理
化による財・サービス
価格の低下

資産価値
の向上

沿
道
お
よ
び
地
域
社
会

住
民
生
活
効
果

公共サービス
の向上

利便性の向上/市場拡
大による地価の上昇

公共機関の充実

緊急アクセス向上
（病院、消防、警察）

地域格差是正国

国
土
均
衡

効
果

財政の安定

地
域
経
済
・
財
政
効
果

沿
道
お
よ
び
地
域
社
会

関連産業の売上げ/
雇用増

建設に伴うCo2排出
による環境への影響

交通費用低減
による新規立地

新規立地に
伴う生産増加

市場拡大による
新規立地

建設事業に
よる需要創出

道路整備による様々な効果

○道路は、中長期にわたって多様なストック効果を発現することを期待されている一方、
事業評価では３便益等の直接効果を中心に評価。

2出典：「道路投資の評価に関する指針（案） 第二編（道路投資の評価に関する指針検討委員会 編）」を基に作成



事後評価の評価傾向

○事後評価では、統計データ等を活用した社会経済状況の変化に係る分析を蓄積。

評 価 の 視 点 分析件数 【Ｈ２４－Ｈ２６（８３事業）】

走行時間短縮

走行費用減少

交通事故減少

費用便益比 ８３ (１００％)
渋滞の緩和 ６６ (８０％)
交通事故の減少 ７１ (８６％)

騒音 沿道環境の改善（騒音の減少） ２１ (２５％)
災害時の代替路確保 災害対策（代替ルートの確保等） ２４ (２９％)

生活機会、交流機会の拡大
観光産業の促進

観光入込客数

３１

３０

(３７％)

(３６％)
観光バス入込台数 １ ( １％)
観光消費額 １３ (１６％)
観光業就業者数 １ ( １％)

地域間交流・都市間流動の活発化 ７ ( ８％)

公共サービスの向上 高次医療施設へのアクセス向上 ５０ (６０％)

新規立地に伴う生産増加
地域産業の促進

進出企業数

４５

２９

(５４％)

(３５％)
製造品出荷額 １３ (１６％)
小売業年間販売額 ２ ( ２％)
農産品出荷量 ８ (１０％)
農産物売上額 １２ (１４％)

雇用・所得増大 事業所数・従業員数 １２ (１４％)

人口の安定
沿線開発

人口の増加

２３
１８

(２８％)
(２２％)

沿線世帯数の増加 ５ ( ６％)
財政の安定 税収 ５ ( ６％)

財・サービス価格の低下 流通利便性向上

農産物（市場等へのアクセス）

３３
１５

(４０％)
(１８％)

水産物（市場等へのアクセス） １１ (１３％)
工業製品等（IC等へのアクセス） １７ (２０％) 3



● 氷見市北大町市有地の利活用事業に選
定され、平成24年10月5日に 開業。
（敷地面積：約37,000㎡）
● 敷地内には、商業物販施設の「氷見漁港
場外市場 ひみ番屋街」と温浴施設の「氷
見温泉郷総湯」を有し、事業計画では、
年間約100万人の来場者（県内：43万人
／県外57万人）、売り上げ約15億5千万
円を目標としている。

観光産業の促進 （一般国道４７０号 氷見高岡道路）

○氷見市の主要観光施設である『道の駅氷見』では東海地方を中心に県外利用者が大幅に増加。
○観光施設へのアクセス利便性が向上し、観光客数の増加に寄与。

【参考】 道の駅氷見『ひみ番屋街＆総湯』

※出典：氷見フィッシャーマンズワーフ海鮮館

■ 道の駅氷見※ 地域別観光バス入込台数

■ 氷見市の観光入込客数の推移

※出典：氷見市の統計

氷見高岡道路開通

東海北陸自動車道全線開通

■東海

約2.3倍

N

■ 位置図

富山県

岐阜県

石川県

一宮JCT

美濃関JCT

白鳥IC

飛騨清見IC

小矢部砺波JCT

七尾IC

高岡北IC

氷見IC

氷見高岡道路

※道の駅氷見はH24.10の「ひみ番屋街＆総湯」の開業に伴い、登録変更された。

■ 氷見市の主要観光施設

N

愛知県

4出典：平成24年度北陸地方整備局事業評価監視委員会資料を基に作成



高次医療施設へのアクセス向上 （東九州自動車道 佐伯～蒲江）

〇東九州自動車道（佐伯～蒲江）が開通し、大分と宮崎が高速道路でつながったことで、
大分から延岡市への医師派遣が決定し、宮崎から延岡市への医師派遣回数も増加。

昭和６３年当時

【コメント】

東九州道 佐伯～蒲江間の開通に
伴いまして、この４月（平成２７年
４月）から大分大学神経内科から
の医師派遣が決まりました。
もっと他の科の先生にも来ていた
だきたいと思います。
（延岡市医師会救急医療急病センター担当理事）

※１ 所要時間は、延岡ＩＣから大分市役所・宮崎市役所間で算出
※２ S63（未整備時）は昭和63年道路交通センサスより、H26年度末の所要時間はプローブデータより算出

●北九州市

●福岡市

●熊本市

●鹿児島市

●佐賀市

●長崎市

●大分市

●宮崎市

●延岡市

●大分市

●宮崎市

●北九州市

●長崎市

●鹿児島市

●熊本市

●佐賀市

●福岡市

■延岡市からの時間距離の変化

東 九 州 道 整 備 後
（平成２６年度末時点）

●延岡市

3時間00分

2時間25分

1時間20分

1時間30分

1時間5分
短縮

1時間30分
短縮

延岡市
医師会病院

大分大学
医学部
附属病院

宮崎大学
医学部
附属病院

医師派遣

医師派遣

H27.3.13

ケーブルテレビ

派遣回数が1.3倍

派遣開始!

5

2時間35分
短縮

出典：宮崎県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載資料を基に作成



地域産業の促進 （一般国道４９号 亀田バイパス）

6

○旧亀田町は、亀田バイパスと日本海東北自動車道との結節点（新潟亀田IC）に近いという
地理的優位性を活かし、旧新潟市のベッドタウンとしての発展とともに、事業所集積地区
としても発展。
○亀田バイパス沿線には、企業や商業施設が立地し、地域産業の発展に貢献。
○亀田バイパスを通行する大型車の増加とともに、沿線地区である旧亀田町・旧横越町の製
造品出荷額等も増加傾向。

■ 亀田バイパスの位置図

●平成23年撮影
至新潟市中心部

鵜ノ子IC

●昭和56年撮影
至新潟市中心部

鵜ノ子IC

柴竹山IC

茅野山IC

城所IC

新潟中央IC

新潟空港IC

鵜ノ子IC

2km

日本海沿岸東北自動車道
写真

新潟亀田IC
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※資料：商業統計
※各年の年間販売額は、H24.1公表のGDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰを用いてH24年基準の
実質価格に変換している
※S41～H14：旧亀田町と旧横越町の合計
(注1) H19は新潟市江南区(旧新潟市の一部を含む)の値(参考値)

H13 鵜ノ子立体化

S55･58 茅野山～紫竹山 完成4車開通

S47-48 城所～紫竹山 暫定2車開通

H19 城所～茅野山
完成4車開通

【旧亀田町・旧横越町の
小売業年間販売額の推移】

※資料：工業統計調査
※各年の年間販売額は、H24.1公表のGDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰを用いてH24年基準の
実質価格に変換している
※S45～H16：旧亀田町と旧横越町の合計
(注2)H22は新潟市江南区(旧新潟市の一部を含む)の値(参考値)
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【旧亀田町・旧横越町の
製造品出荷額等の推移】

S47-48 城所～紫竹山 暫定2車開通

S55･58 茅野山～紫竹山 完成4車開通

H19 城所～茅野山
完成4車開通

H13 鵜ノ子立体化

H6-H9
磐越道 全線開通

出典：平成24年度北陸地方整備局事業評価監視委員会資料を基に作成



○イギリスでは、道路の改修事業による就業者増加数、地域内ＧＤＰの増加額等を算出。

■評価対象位図
ノーフォーク州（イギリス東部）Ａ４７道路：改修事業

■算出結果
影響の種類 A47改良事業

無の影響
A47改良事業
有の影響

A47改良事業
による便益

雇用創出（フルタイム当量※注1）

- Great Yarmouth, South Denes地区 1,650 3,300 1,650
- Great Yarmouth, Beacon Park地区 2,240 2,800 560
- Great Yarmouth, ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ※注2 1,105 2,210 1,105
- Great Yarmouth, 観光業 0 550 550
- Norwich, Southern By-pass周辺部 10,000 15,000 5,000
- King’s Lynn 2,250 3,000 750
A47改良事業による就業者増加計 9,615

投資※注3（ポンド）

- Great Yarmouth, 産業地区 146百万 146百万
- Great Yarmouth, 産業地区ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 73百万 73百万
- Great Yarmouth, 観光業 8百万 8百万
- Norwich, Southern By-pass周辺部 240百万 240百万
- King’s Lynn 15百万 15百万
A47改良事業によるﾋﾞｼﾞﾈｽ投資増加計 482百万ﾎﾟﾝﾄﾞ

地域GDP（ポンド/年）

- Great Yarmouth, 産業地区 88百万 176百万 88百万
- Great Yarmouth, 産業地区ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 44百万 88百万 44百万
- Great Yarmouth, 観光業 0 14百万 14百万
- Norwich, Southern By-pass周辺部 450百万 675百万 114百万
- King’s Lynn 45百万 60百万 19百万
A47改良事業による地域GDP増加計 390百万ﾎﾟﾝﾄﾞ

住宅

- Great Yarmouth, 産業地区 1,800 2,000 200
- Norwich, Southern 5,200 7,800 2,600
- King’s Lynn 1,200 1,600 400
A47改良事業による住宅増加計 3,200

（出典）Norfolk County Council “A47 Wider Economic Benefits FINAL REPORT” 2012, August

※注1 常勤職員に換算して何人分にあたるかを表すもの。

※注2 原材料・部品等の調達から生産、流通を経て消費者に至るまでの一連のﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ。ここで

はBeacon Park、South Denes地区にある企業の調達・生産・流通等に関わる産業が該当。

※注3 建設投資のみ該当（インフラ・工場・設備への投資、運転資本は含まず）。

■現状（改修前）

○A４７の混雑により、
・Ａ４７を利用する企業のビジネストリップの
３１％が１～２時間／週の機会損失
３６％が１～２時間／週以上の機会損失
・企業の４２％が１００～５００ポンド／週の販売機会を喪失

上記前提条件を踏まえ
就業者増加数、地域ＧＤＰ増加額等を算出

A B B -

就業者
増加数

A

地域内ＧＤＰ
の増加額

施工地区 事業概要

１
Great Yarmouth , South Denes地区

河川横断道路の新設

２ 環状交差点の改良

３ Great Yarmouth , Beacon Park地区 環状交差点の改良

４

Norwich , Southern By-pass周辺部

バイパスの改良

５ バイパスの改良

６ バイパスの改良

７ バイパスの改良

８

King’s Lynn

ジャンクションの改良

９ ジャンクションの改良

１０ ジャンクションの改良

１１ Great Yarmouth地区 道路改良（中央分離帯の設置）

１２
Norwich , Southern By-pass周辺部

道路改良（中央分離帯の設置）

１３ 道路改良（中央分離帯の設置）

広域的な経済効果～イギリス～

７
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高規格幹線道路

事後評価（H15～26実施）
Ｎ＝２４９

製造業事業所数の伸び
［沿線市町村の伸び※／全国の伸び※ ］

製
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出
荷
額
の
伸
び

［
沿
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市
町
村
の
伸
び
※
／
全
国
の
伸
び
※
］

道路整備と製造業との関連性

○蓄積された事例に基づき、道路整備と経済社会指標の関連性を分析。
○開通した道路の沿線では、多くの市町村で新たな企業立地が進む一方、製造品出荷額の
増減はほぼ拮抗。

※事後評価時の値／事業化時の値

（7%） （39%）

（33%）（21%）

8
出典：工業統計調査を基に国土交通省作成



統計調査の状況

○整備効果の分析に必要な各種データは、調査・統計の廃止、調査項目の変更・縮小、
調査頻度の変更等もあり、経年変化の把握が困難。

名称 調査項目

地域保健医療基礎統計
病床数
医療従事者数 等

農業組織経営体経営調査
事業従事者数
経営耕地面積 等

品目別経営統計
収穫量・販売量
経営収支 等

工業統計調査
事業所数
従業者数
製造品出荷額 等

生産農業所得統計
産出額
生産農業所得 等

商業統計調査
事業所数
従業者数
年間商品販売額 等

サービス業基本調査
事業所数
従業者数 等

【近年変更が見られた統計・調査（例）】

調査対象 集計単位 頻度

調査・統計を廃止

産業の統合・分割※5

（H20以降）

都道府県
（H19以降）

7年未実施※6

（H19～H26）

8年未実施※6

（H16～H24）

※1 稲作：10ha、麦類作：5ha、大豆作：3ha以上の経営耕地面積を対象 ※2 北海道、東北、北陸、関東・東山、東海、近畿、中国・四国、九州 ※3 日本標準産業分類において、中分類として定められている産業
※4 日本標準産業分類において、小分類として定められている産業 ※5 調査対象産業数は24産業のまま変更無し ※6 経済センサスへの統合により、調査頻度が変更

調査対象 集計単位 頻度

全医療施設
都道府県
市区町村

毎年度

稲作、麦類作、大豆作
の3分野※1 全国8ブロック※2 毎年度

農業経営体により作付
けされている全品目

都道府県 毎年度

24産業※3 都道府県
市区町村

毎年度

19分野※4 都道府県
市区町村

毎年度

卸売業：6産業※3

小売業：6産業※3
都道府県
市区町村

5年毎

7産業※3 都道府県 5年毎

〔 従 前 〕 〔 現 在 〕
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ビックデータの活用環境の充実

○近年、各種統計調査は縮小する一方、官民でビックデータの活用環境が充実。

◆産業
・全産業花火図
・産業別・企業別花火図
・稼ぐ力分析
・特許分布図
・輸出入花火図
・海外への企業進出動向
◆農林水産業
・農業花火図
・農業販売金額
・農地分析
◆観光
・From-to分析（滞在人口）
・滞在人口率
・メッシュ分析（流動人口）
◆人口
・人口構成、人口増減
・人口の自然・社会増減
・将来人口推計

◆自治体比較
[経済行動]
・企業数、事業所数
・従業者数
・製造品出荷額等
・年間商品販売額
・付加価値額
・労働生産性
[企業活動]
・創業比率
・黒字赤字企業比率
・経営者平均年齢
[労働環境]
・有効求人倍率
・一人当たり賃金
[地方財政]
・一人当たり地方税
・一人当たり市町村民税法人税
・一人当たり固定資産税

市町村別データ「人口構成」

メッシュ分析「観光－流動人口」

○地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）

花火図「観光－From-to分析(滞在人口)」

○携帯電話による位置情報（モバイル空間統計（㈱NTTドコモ））

＜収納されている主なデータ＞

人口分布の時間変動

性別・年代別人口分布

居住地域別人口分布
(国・地域別)

○高速道路上に設置された約1,600 箇所の通信スポット
と走行車両が、双方向で情報通信

10
写真出典：国土交通省道路局

画像出典：地域経済分析ｼｽﾃﾑ（RESAS）

画像出典：㈱ドコモ・インサイトマーケティング ホームページ

人口分布の時間変動

性別・年代別人口分布

居住地域別人口分布（地域・国別）



ビッグデータの活用① （時間信頼性向上効果 ～首都高速中央環状品川線～）

○プローブデータを活用し、到着時間のばらつき（時間信頼性）を分析。
○首都高速中央環状品川線の開通の事例では、所要時間が約２１分短縮、所要時間の
ばらつきが約１５分減少。

新宿（西新宿JCT）から羽田空港（空港中央）までの
所要時間（11時台）

新宿から羽田空港までの所要時間のばらつきの変化
（ETC2.0プローブ情報を用いた分析）

新宿

羽田空港

大橋JCT

大井JCT
中央環状線経由

都心環状線経由

開通前
約40分

開通後
約19分

約21分
短縮

＜使用データ＞ 車両感知器による平日平均データ
開通前：平成25年度（平日）
開通後：平成27年3月10日（火）～平成27年4月7日（火）

＜使用データ＞
ITSスポットにより収集されたETC2.0車載器のプローブデータ
（データ提供：国土交通省国土技術政策総合研究所）
開通前：平成27年3月2日（月）～ 6日（金） 平均
開通後：平成27年3月9日（月） ～13日（金） 平均

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0 10 20 30 40 50

開通前 開通後約15分構成比（％）

所要時間（分）

約30分

所要時間のばらつきが減少
⇒定時性の向上

約15分

約30分

11出典：首都高速道路㈱・東京都建設局記者発表資料（H27年4月）を基に作成



77.6%

81.7%

1.4%

0.9%

5.8%

4.6%

1.2%

0.9%

4.1%

3.3%

9.6%

8.3%

0.4%

0.3%

70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

開通後

開通前

嶺南 北陸 中部 東日本 嶺北 近畿 西日本

157

125 127 131

127

171

192

197
204

219 218
229

239
232 232

245 243 240

202

165
158

147 141

116

156

130
122 121

123

151

169

214
228

248 249 254 251 249
256

244 247 247

229

203
189

177

155

137

50

100

150

200

250

300

0時 1時 2時 3時 4時 5時 6時 7時 8時 9時 10時 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時 20時 21時 22時 23時

(千人)

H25.11月休日

H26.11月休日

▼嶺南（東部）地域※1の観光マップ（メッシュ分析）

出典：地域経済分析ｼｽﾃﾑ（RESAS）
※1嶺南（東部）地域とは敦賀市、小浜市、美浜町、若狭町
嶺南（西部）地域とはおおい町、高浜町
※2「流動人口」とは、ある地点に滞留している人の合計値をいう

○開通後（H26.11月休日：流動人口※2 ）

▼嶺南（東部）地域※1の時間帯別流動人口

出典：モバイル空間統計データ（㈱NTTﾄﾞｺﾓ）を基に国土交通省作成

出典：地域経済分析ｼｽﾃﾑ（RESAS）を基に国土交通省作成

○開通前（H25.11月休日：流動人口※2）

レインボーライン

三方五湖

蘇洞門
小浜西組の町並み

鯖街道

瓜割の滝

若狭の社寺
建造物群

気比の松原
気比神宮

金崎宮

舞鶴若狭自動車道
小浜西IC～敦賀JCT
（H26.7開通）

流動人口集計範囲

舞若道開通後
嶺南地域の休日の
流動人口増加 レインボーライン

三方五湖

蘇洞門
小浜西組の町並み

鯖街道

瓜割の滝

流動人口集計範囲

熊川宿

若狭の社寺
建造物群

熊川宿

気比の松原 気比神宮

金崎宮

多くの時間帯で
増加傾向

嶺南地域以外の滞在者が増加嶺南地域は減少しており、
地域外への移動が活性化

遅くまで滞在

ビッグデータの活用② （観光交流の活性化 ～舞鶴若狭自動車道～）

○ＲＥＳＡＳ等を活用し、舞鶴若狭自動車道の全線開通後の人口流動の変化を分析。
○嶺南（東部）地域の休日の流動人口及び、域外からの来訪者が増加。

凡例
メッシュ分析（人）
50,000
30,000
10,000
7,000
5,000
3,000
2,000
1,000
500
100
0

無色地域はデータ無し

開通後
H26.11.23(日)

開通前
H25.11.24(日)

▼嶺南(東部)地域※1滞在者の居住地割合（舞若道全線開通前後）
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ビッグデータの活用③ （観光交流の活性化 ～北海道横断自動車道（道東自動車道）～）

○携帯電話の位置情報を活用し、滞在箇所や滞在時間の変化を分析。
○札幌～帯広間の高速道路接続により移動時間の短縮により行程に余裕が生まれ、札幌等に
集中する滞在が周辺地域に拡大し、滞在時間、滞在箇所も増加。

1km

Ａ

Ｂ
Ｃ

滞在

ﾄﾘｯﾌ゚

（各メッシュの取得データ）

■データの取得・整理

トリップ
滞在時間
(分)

滞在箇所
平均滞在
時間(時間)

平均滞在箇所数
(箇所)

開通前 2,992 3,486,885 32,115 19.4 10.7

開通後 3,770 5,107,802 50,385 22.6 13.4

年 月 平日
休日
通過
経路
滞在
回数
ﾄﾘｯﾌﾟ
数
滞在時間

2011 4 平日 R274 14 7 125:03:33

（地域内での集計・分析）

19.4 
22.6 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

開通前 開通後

約２割増

平均滞在時間(時間)

10.7 
13.4 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

開通前 開通後

約3割増

平均滞在箇所数(箇所)

富良野

層雲峡

阿寒

帯広ニセコ

阿寒湖

凡例

高規格幹線道路開通区間

H22年時点開通

H23年時点開通

層雲峡

滞在時間が増加した自治体
（道東道利用、道外観光客対象）

ニセコ・羊蹄

十勝川温泉郷

富良野

減少

10分未満

10分以上20分未満

20分以上30分未満

30分以上

滞在箇所
(1kmメッシュ)

■滞在箇所数、滞在時間の地域別変化

出典：混雑統計®（㈱ゼンリンデータコム）を基に国土交通省作成
※開通前 H23/4～H23/10、開通後 H24/4～H24/10

■平均滞在箇所数、時間の変化

（イメージ）
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ビッグデータの活用④ （企業間取引の変化 ～一般国道１５３号足助バイパス～）

○企業間取引に係るビッグデータを活用し、道路整備に伴う取引の拡大について分析。
○足助バイパスでは、開通に伴い、域外との取引が増加。
○稲武地域に立地する部品メーカーは、製品出荷のトラックの台数の削減により輸送コストを削減。

14

■企業間取引データの分析結果

企業 企業所在地 事業所数 当期利益金 取引先 取引先所在地 ・・・

○○社 愛知県豊田市足助町○○－○ ○○箇所 ○○億円 △▽社 東京都中央区△○△

○○社 愛知県豊田市足助町○○－○ ○○箇所 ○○億円 ○▲社 大阪府北区□□◇

××社 愛知県豊田市稲武町△○－△ ××箇所 △△○万円 ▲▽社 愛知県常滑市○○■■

・・・

・全国約150万社に対して実施された、会社概要や主要な取引先等に関
する約150項目のヒアリング結果を収集、データ化
・このうち、足助バイパス開通前後における、対象地域（旧足助町（山
側）、旧稲武町、旧旭町）に立地する39社の取引先データを分析

H19年度 （足助バイパス開通前）～

H27年度 （足助バイパス開通後）
企業 企業所在地 事業所数 当期利益金 取引先 取引先所在地 ・・・

○○社 愛知県豊田市足助町○○－○ ○○箇所 ○◎億円 △▽社 東京都中央区△○△

○○社 愛知県豊田市足助町○○－○ ○○箇所 ○◎億円 ○▲社 大阪府北区□□◇

○○社 愛知県豊田市足助町○○－○ ○○箇所 ○◎億円 ○●社 愛知県名古屋市中区××

・・・

足助バイパス周辺地域を抽出・分析

H19
↓

H27

旧
豊
田
市

名
古
屋
都
市
圏

三
河
地
域

・
・
・
・

旧足助町（山側） ＋ ＋ ＋

旧稲府町 ＋ － ＋

旧旭町 ＋ ＋ －

・・・

■企業間取引データの分析結果

0

100

200

300

BP部開通前(H19) 全線開通後(H27)

取
引
数
（
社
）

位置図

名古屋
都市圏

旧
豊田市西日本

東日本

国道１５３号
足助バイパス

３１社⇒４６社

＋１５社
２２社⇒３４社

＋１２社

３２社⇒５９社

＋２７社

３社⇒８社

＋５社

旧足助町
（山側）

旧
旭町

旧
稲武町

対象エリア

豊田市

名古屋市 設楽町
したら ちょう

新城市
しんしろ し

足助ＢＰ開通後、
域外企業との取引
が約７割増加

５２社⇒８５社

＋３３社

三河
地域

伊勢湾岸自動車道

 418

 151

 473

 301

 155

 258

＜凡例＞■取引先の増加量（H19⇒H27）

：+50～40% ：+40～30% ： +30～20% ：+20%～10% ：+10～0%

※旧旭町・旧稲武町・旧足助町山間部にH19時点で立地し、
域外に取引先を持つ企業39社が対象

１４０社

２３２社

出典：TSR企業相関ファイル
（（株）東京商工リサーチ）

＜企業間取引数の変化（Ｈ19⇒Ｈ27）＞

出典：平成27年度中部地方整備局事業評価監視委員会資料を基に作成

出典：TSR企業相関ファイル
（（株）東京商工リサーチ）



評 価 の 区 間 及 び 時 期
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○圏央道沿線の企業立地は、時期によらず長期にわたり進展。

※出典：下記ＨＰ上の資料を基に作成
・神奈川県企業誘致促進協議会「かながわ産業立地情報」
・東京都産業労働局「とうきょう産業立地ナビ」
・埼玉県企業立地課「埼玉県工場適地図（平成24年版）」
・茨城県圏央道沿線地域産業・交流活性化協議会「いばらき圏央道沿線ナビ」
・千葉県企業庁「平成22年度工業統計調査結果確報」

ストック効果 （首都圏中央連絡自動車道①）

16

※出典：工場立地動向調査

圏央道沿線市町

工業団地

事業化単位

開通済

未開通区間
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東関東道～木更津JCT

松尾横芝IC～東金IC・JCT

木更津東IC～木更津JCT

東金IC・JCT～木更津東IC

常磐道

東関東道

圏央道

【凡例】

平成27年10月
〔全通〕

関越道

東北道

平成19年6月
〔全通〕

平成27年6月
〔全通〕

昭和63年事業化

平成13年事業化

昭和46年事業化

昭和63年事業化

平成3年事業化

平成7年事業化

平成2年事業化

昭和60年事業化

平成元年事業化

平成6年事業化

平成3年事業化

平成20年事業化

平成2年事業化

平成13年事業化

平成4年事業化

平成7年事業化

平成6年事業化

中央道

平成26年6月
〔全通〕

ストック効果 （首都圏中央連絡自動車道①[ＪＣＴ間別の新規企業立地状況]）
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東名

※出典：下記ＨＰ上の資料を基に作成
・神奈川県企業誘致促進協議会「かながわ産業立地情報」
・東京都産業労働局「とうきょう産業立地ナビ」
・埼玉県企業立地課「埼玉県工場適地図（平成24年版）」
・茨城県圏央道沿線地域産業・交流活性化協議会「いばらき圏央道沿線ナビ」
・千葉県企業庁「平成22年度工業統計調査結果確報」

※出典：工場立地動向調査

※出典：工場立地動向調査

※出典：工場立地動向調査

※出典：工場立地動向調査※出典：工場立地動向調査

※出典：工場立地動向調査

※出典：工場立地動向調査

圏央道沿線市町

工業団地

事業化単位

開通済

未開通区間



〇平成２７年３月の首都高速中央環状品川線の開通後、中央環状線内側の利用交通量は
約５%の減少ながら、渋滞損失時間は約５割減少。

ストック効果 （首都高速中央環状線）

18出典：第１９回国土幹線道路部会資料を基に作成

0

2

4
万台・時間/日

2.84
1.56

首都高速中央環状線（約47km）
全線開通

中央環状品川線(約9.4km)
平成27年3月開通

0

25

50
万台/日

49.4 47.1

渋滞損失時間の変化

交通量の変化

開通前 開通後

約５％減

中央環状線内側

中央環状線内側

約５割減

開通前 開通後

羽田空港

新宿

※１：渋滞損失時間 全交通量を対象とした、規制速度走行時の所要時間に対して生じる遅れ時間
で表される渋滞の規模(所要時間(時間)-規制速度走行時の所要時間(時間))×交通量(台)
※２：中央環状線内側 中央環状線及び湾岸線を含まない

＜使用データ＞ 車両感知器による平日平均データ
開通前：平成26年3月10日(月)～平成26年6月6日(金) 、 開通後：平成27年3月10日(火)～平成27年6月5日(金)
※ＧＷ期間等の特異日は集計から除く



沿線：尾道市（一定規模（投下資本５千万以上の工場等・H26は見込み含む）の新設・
増設数、三次工業団地（H27.4見込み含む）の新設数、島根県東部（安来市、松江
市、出雲市、斐川町、雲南市、奥出雲町、飯南町・H27.1時点）の新設・増設数
資料：H27.1尾道市・三次市より提供、島根県ＨＰより

沿線の企業進出・雇用や数の変化状況

H19年度以降、
133社進出、約3,900人雇用

松
江
自
動
車
道

延
長
約
73
ｋ
ｍ

綿花（原綿）

尾
道
自
動
車
道

延
長
約
50
ｋ
ｍ

三次東JCT・IC

吉舎IC

世羅IC

尾道JCT

吉田掛合IC

三刀屋木次IC

宍道IC

○中国横断道尾道松江線では、供用区間の延伸とともに交通量が増加。企業立地も継続的に
進展するなど、全線が一体となって効果を発揮。一方、事業評価は事業化単位で実施。

中国横断自動車道尾道松江線の事業化・開通状況 島根県東部の観光客推移

210.9 218.1 205.6 205.5 

307.1 

234.4 

50

100

150

200

250

300

H21 H22 H23 H24 H25 H26 （年度）

※上記「観光客数」は、Ｈ２４・２６それぞれの年の４～９月の６ヶ月の集計数。
※島根県東部：松江市、安来市、奥出雲町、雲南市、出雲市、大田市

観光客数
(万人/0.5年)

出雲大社の
「平成の大遷宮」が
行われたため、
観光客が著しく増加

平日

休日

5,300 

6,000 6,200 
7,800 

5,400 

8,200 8,400 

12,500 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H24 H25 H26 H27

（台/日） A-A’断面

平日・休日ともに
大幅に交通量が増加

尾道松江線全線開通

三次東IC～吉舎IC開通

松江自動車道全線開通

松江自動車道全線開通

三刀屋木次～吉田掛合開通

尾道JCT～世羅IC開通

三次東IC～吉舎IC開通

全線開通を境に観光客が増加

③平成24年3月開通

①平成15年3月開通

開通年度

出雲市で原綿から錦糸に加工し、
尾道松江線を使って今治市へ運搬。

綿糸出荷量
H23：約7,200 ｔ/年

H26：約8,000 ｔ/年
（出雲から四国（主に今治市））

④平成25年3月開通

⑤平成26年3月開通

②平成22年11月開通

⑥平成27年3月開通

平成9年
B/C=1.3

平成9年
B/C=1.3

平成5年
B/C=3.4

事業化年度

愛媛県今治市

島根県
出雲市

：工業団地

注）B/Cの値は再評価・事後評価時の
数字を記載

※今治地区綿糸受渡量 約12,000 t/年

A A’

⑤三次東IC～吉舎IC開通

④松江自動車道全線開通

③三刀屋木次IC～吉田掛合IC開通

②尾道JCT～世羅IC開通

累積企業立地数

島根県区間

累積企業立地数

広島県区間（三次市周辺）

累積企業立地数

広島県区間（尾道市周辺）
【累積雇用者数】 尾道松江線開通前後の交通量推移

ストック効果 （中国横断自動車道尾道松江線①）

19出典：松江国道事務所・福山河川国道事務所・三次河川国道事務所記者発表資料（H27年6月）を基に作成

【使用データ】24時間交通量（実測）
【計測日】H24（平日）：H24.10.24(水) 、H24（休日）：H24.10.28(日)

H25（平日）：H25.10. 2(水) 、H25（休日）：H24.  9.29(日)
H26（平日）：H26.10. 1(水) 、H26（休日）：H26.10.19(日)
H27（平日）：H27. 5.13(水) 、H27（休日）：H27.  5.17(日)



③平成24年3月開通

①平成15年3月開通

開通年度

④平成25年3月開通

⑤平成26年3月開通

②平成22年11月開通

⑥平成27年3月開通

平成9年
B/C=1.3

平成9年
B/C=1.3

平成5年
B/C=3.4

事業化年度

：工業団地

注）B/Cの値は再評価・事後評価時の数字を記載

雇
用
者
の
増
加
数
（
人
）

進
出
企
業
の
増
加
数
（
社
）

進出企業数
島根県区間

進出企業数
広島県区間（尾道市周辺）

進出企業数
広島県区間（三次市周辺）

⑤三次東IC～吉舎IC開通

④松江自動車道全線開通

③三刀屋木次IC～吉田掛合IC開通

②尾道JCT～世羅IC開通

▲ 進出企業・新規雇用者の単年増加数（地域別）

新規雇用者数
島根県区間

新規雇用者数
広島県区間（尾道市周辺）

新規雇用者数
広島県区間（三次市周辺）

ストック効果 （中国横断自動車道尾道松江線②[地域別の進出企業・新規雇用者状況]）

20
出典：松江国道事務所・福山河川国道事務・三次河川国道事務所記者発表資料（H27年6月）を基に作成



○海外における事業評価のプロセスは、構想段階で充実。

日本（直轄） イギリス フランス

構

想

段

階

計

画

段

階

事

業

化

段

階

事業検討の承認（大臣）

道路網計画 （14,000km、地高）

概略ルート（1km幅）の決定（大臣）

計画ルートの決定（大臣）

公益宣言（首相または大臣）

環境影響評価

都市計画決定（自治体） ルート公示（大臣）

行政命令（大臣）

公共サービス基本計画（SSC）

道路網計画（州レベル）

対応方針決定（大臣）

対応方針決定（本省）

事業化プロセスの国際比較

21

交通計画評価
•戦略分析
・代替案の比較 ・資金調達の目処等

•影響分析
・貨幣換算効果等

•総合評価
・地域分配 ・リスク分析等

出典：国土交通省調べ

新規事業採択時評価
• B/C＞1
•価値換算しない整備効果
•防災機能評価 ・事業実施環境

環境影響評価

VfM statement
・Initial BCR
・adjusted BCR
（換算値の信頼性が低い便益）

・非貨幣換算ｲﾝﾊﾟｸﾄ

・定性評価 ・リスク、感度

⇒ 優先度を決定

VfM statement
•調査熟度を反映させて優先度を
再評価

VfM statement
•調査熟度を反映させて優先度を
再評価

ルート選定
•各項目を5段階で総合的に評価

ルート選定
•主に環境、技術面を比較

計画内容の審査承認（国務院）

計画段階評価
•複数案（ルート等）の比較



日本 イギリス フランス

～1990年代

2000年以降

○諸外国は費用便益分析中心の評価から総合評価へ移行。

諸外国における事業評価手法の変遷

・費用便益分析（3便益）
・B/C＞1が前提

COBA（’70s～）

1986年通達（’86）

・費用便益分析（3便益）
・B/C≧1.5が前提

費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ（’98）

・総合評価（5つの目標）
※費用便益分析を含む
・B/C＜1でも採択可

NATA（’98） 1998年通達（’98）

費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ（’03）

2004年通達（’04）

・総合評価（5つの目標）
持続可能な交通計画を踏まえた目標の設定
（気候変動、生活の質等）
・広域的な経済効果を計測
・B/C＜1でも採択可

NATA Refresh（’10）

・拠点間の接続の評価
・事業化区間の効率の評価

防災機能評価
（暫定案）（’12）

総合評価要綱（’05）

・総合評価
※費用便益分析（8項目）
・B/C＜1でも採択可

・総合評価
※費用便益分析（環境項目を追加）
・B/C＜1でも採択可

・総合評価
※費用便益分析を含む
・B/C＜1でも採択可

・費用便益分析（3便益）
・B/C＞1が前提

：B/C>１を前提

：B/C>１を前提としない

22

・総合評価
※費用便益分析を含む
・B/C＞1が前提

出典：国土交通省調べ



評 価 の 視 点

23



日本の事業評価プロセスにおける評価の目的と視点

新規採択時評価 再評価 事後評価

目的
費用対効果分析も含め、総合的に実施するもの
である

事業の継続に当たり、必要に応じその見直しを
行うほか、事業の継続が適当と認められない
場合には事業を中止する

事業完了後の事業の効果、環境への影響等の
確認を行い、必要に応じて、適切な改善措置を
検討するとともに、事後評価の結果を同種事業の
計画、調査のあり方や事業評価手法の見直し等
に反映する

評価項目
（評価の
視点）

（１）事業採択の前提条件
便益が費用を上回っている
円滑な事業執行の環境が整っている

（２）費用対便益

（３）事業の影響
①自動車や歩行者への影響
②社会全体への影響（住民生活、地域経済、
災害、環境、地域社会）
・社会全体への影響は、事業が住民生活
や地域経済に及ぼす影響を把握するも
のであり、定量的データを用いて特徴的
な効果を明確にする

（４）事業実施環境
・事業実施環境は、他のプログラムとの関係
や住民の協力など、事業執行にあたっての
実施環境を確認する

①事業の必要性等に関する視点
１）事業をめぐる社会経済情勢等の変化
別に定める評価指標のうち、事業の効果
や必要性を評価するための指標、その他
事業採択時より再評価実施時までの周辺
環境変化等

２）事業の投資効果
事業の投資効果やその変化を検証する
ため、原則として、（中略）費用便益分析を
実施するものとする
※要因に変化が見られない場合はこの限り
ではない

３）事業の進捗状況
執行済額等

②事業の進捗の見込みの視点
事業進捗が順調でない理由、供用予定等
今後の事業の見通し等

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
施設の構造や工法の変更等

①費用対効果分析の算定基礎となった要因の
変化

②事業の効果の発現状況
※①及び②は別に定める評価項目を用いて実施

③事業実施による環境の変化
事業実施前に行った環境影響評価及び事業を
巡る状況の変化を踏まえ事業評価実施主体が
環境に関して評価すべきと判断した項目

④社会情勢の変化
関連する計画や事業の状況変化、人口・産業
等の社会経済情勢の変化、環境に関する状況
変化、その他事業採択時より事後評価実施時
までの周辺状況の変化等

⑤今後の事業評価の必要性

⑥改善措置の必要性

⑦同種事業の計画・調査のあり方や事業評価
手法の見直しの必要性

※ 国土交通省所管公共事業の実施要領（新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）および道路事業・街路事業に係る総合評価要綱に基づき作成 24



〇東九州道の整備と合わせて、地域は「北部九州自動車産業アジア先進拠点プロジェクト」
に基づく自動車産業の一大生産拠点化を推進し、九州北部の自動車生産量は増加。
○道路整備に伴うストック効果を高めるための地域のプログラムを実行。

■北部九州自動車生産の推移

■北部九州自動車産業アジア先進拠点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 推進体制・連携組織

○北部九州自動車産業アジア先進拠点推進会議
【会長】福岡県知事 【事務局】 福岡県商工部
【会員】 ７５６会員（企業666、団体36、大学・高専等16、市町村38）

○九州自動車・二輪車産業振興会議
【座長】 福岡県商工部長 【構成】 福岡県、佐賀県ほか九州５県
【顧問】 九州経済産業局、日産自動車九州㈱、トヨタ自動車九州㈱ 他

■北部九州自動車産業アジア先進拠点プロジェクト 事業展開

○品質・コスト面の競争力の強化
・自動車産業アドバイザーによる支援

○研究開発力の強化
・産学官共同研究による高機能部品・
高度生産技術の開発
・次世代自動車部品開発の促進

○電子・電装系企業の集積促進
・カーエレプロモーター（大手電子・
電装系企業のＯＢ等）の支援
・自動車ＩＴＳビジネス研究会の開催
・ビジネスマッチングの支援

○次世代自動車の先進的な普及拠点
の形成促進
・ＦＣＶ普及と水素ステーション整備の
一体的推進
・充電インフラの整備

○自動車人材の集積・交流促進
・次世代自動車人材の育成
・工業大学、工業高校における人材
の育成

他のプログラムとの関係 （東九州自動車道）

25

北九州JCT～苅田
北九州空港IC間
H18.2開通

出典：福岡県商工部自動車産業振興室

出典：福岡県商工部自動車産業振興室

出典：福岡県商工部自動車産業振興室

■北部九州における自動車産業の集積

出典：北部九州自動車産業アジア先進プロジェクト（平成26年版）、西日本高速道路㈱資料を基に作成
注）図中の●は、自動車関連企業を示し（●は東九道沿線の企業）、「九州の自動車関連企業立地マップ」より作成

出典：福岡県商工部自動車産業振興室

ダイハツ工業（株）
ﾀ゙ｲﾊﾂｸ゙ﾙー ﾌ゚九州開発ｾﾝﾀー

14年３月
エンジン・プラットホーム
部品評価・解析・技術開発拠点

ダイハツ工業（株）
久留米工場

08年８月
エンジン工場稼働
年産32.4万基体制

トヨタ自動車九州（株）
宮田工場

05年９月
第２工場稼働
年産43万台体制

日産自動車九州（株）

日産の国内最大拠点
年産53万台体制

トヨタ自動車九州（株）
小倉工場

08年８月
ハイブリッド工場稼働

トヨタ自動車九州（株）
苅田工場

05年12月
エンジン工場稼働
年産22万基体制

ダイハツ九州（株）
大分（中津）工場

07年11月
第２工場稼働
年産46万台体制

日産車体九州（株）
（日産自動車九州㈱内）

09年12月
新工場稼働
年産12万台体制

車両組立工場

エンジン・部品工場

拠点施設

東九州道沿線自動車工場



〇京奈和道の整備と合わせて、地域が「企業立地基本計画」に基づく企業支援を実施し、
沿線の新規企業立地及び集積が進展。
○道路整備に伴うストック効果を高めるための地域のプログラムを実行。

■大和御所道路周辺における奈良県企業立地
基本計画の集積区域及び重点区域

■奈良県企業立地基本計画

■沿線の計画承認件数（累積）

○名阪国道、西名阪自動車道、京奈和自動車道等の基幹道路沿線の優れ
た立地環境を活かし、再生可能エネルギー等のエネルギー・環境分野や
高度ものづくり産業を中心とした立地促進を図る。
○「リビングサイエンス」をキーワードに、少子高齢社会が直面する医療、

健康といった諸課題をＩＣＴ等を活用して解決する地域課題解決型の産業
集積を図る。

■各種支援制度の活用

6
9

14

28
31
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35

H21 H22 H23 H24 H25

（件）

増加

H18年度
大和区間供用

H23年度
御所区間供用

○立地企業への補助金
・固定資産投資額の5％
・県内新規常用雇用者30万円／人
○融資制度
・県が利子の一部を負担

○優遇税制
・事業税の軽減措置

○企業立地促進法による支援制度
・不動産取得税の課税免除

・公庫の超低利融資

○国及び市町村の優遇制度
・不動産取得税の課税免除

・固定資産税の一部期間課税免除 等

他のプログラムとの関係 （一般国道２４号大和御所道路）

26

出典：奈良県ＨＰ（平成25年7月末時点）

出典：奈良県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載資料を基に作成

出典：奈良県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載資料を基に作成
出典：平成25年度近畿地方整備局事業評価監視委員会資料を基に作成



〇東九州道の開通に合わせて、地域が沿線主要観光地の観光誘致活動を展開し、
東九州道沿線の観光施設では来場者数が約1割増加。
○道路整備に伴うストック効果を高めるための地域のプログラムを実行。

■東九州地域の主要観光地所在地 ■観光施設の入込客数変化

資料：各観光施設へのヒアリング結果
［開通前］H26.8.1～H26.8.31
［開通後］H27.8.1～H27.8.31

460千人
514千人

約54千人増
（約1.1倍）

開通前 開通後

開通前 開通後

411千人
449千人

約38千人増
（約1.1倍）

大分県（１０施設※）

宮崎県（１１施設）

※福岡県内の道の駅「豊前おこしかけ」
「しんよしとみ」を含む

■各地のキャンペーン
〔インバウンド促進に向けた企画〕

九州運輸局、九州7県、3政令市、九州観光推進機構が主催で外国人旅行
者をターゲットとした「レンタカーで九州をドライブしよう！2015」を実施。

期間：9月1日～12月25日
※2,500円（2日間）～10,500（10日間）の9プランを設定

外国人を対象とする九
州周遊割引商品
「kyushu
Expressway 
Pass2015」を販売。
九州内のNEXCO西日
本管理の高速道路を回
数制限無しに定額利用
※できる、外国人レンタ
カー（ETC限定）利用者
向けの乗り放題プラン。

450 

1,120 
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800

1,000

1,200

2013.10～12 2014.10～12

（件）

資料：九州運輸局まとめ（レンタカー事業者の実績報告による）

670件増
(約2.5倍)

■レンタカーの利用実績（福岡空港）

〔新たなイベント・お祭り・観光ツアーを開催〕

東九州地域では新たなイベントやお祭りを開催されるとともに、東九州道を
利用した観光ツアーが販売開催。

新たなイベント・お祭り

約1.1倍増
新たな祭り（佐伯）新たなイベント（中津）

新規観光ツアー

■イベント・祭り開催状況

資料：自治体観光課ヒアリング結果

［開通前］H26.4～8
［開通後］H27.4～8

《新規観光ツアー例》
■福岡～大分方面
■四国～宮崎・鹿児島方面
■宮崎～大分方面
資料：旅行会社(4社)への
ヒアリング調査結果

他のプログラムとの関係 （東九州自動車道）

27出典：九州地方整備局・西日本高速㈱ 記者発表資料（H27年11月）を基に作成



（１）評価の目的
各事業の予算・スケジュールの状況を各事業者にフィードバックし、計画内容の見直し等に反映することを目的

（４）評価の活用
赤色評価の場合は計画の内容等を見直した上で、事業評価を再度実施

（３）評価手法
on-time、on-budget、on-scopeについて、green、yellow、redに分類

○カナダでは、公共事業・政府サービス省において実施される事業中の評価の一つとして、
「performance monitoring」を実施。

○事業の実行段階において評価を実施し、事業の進捗をチェック。

（２）対象事業
国の公共事業全て（道路・橋・ダム等）を対象

事業中評価の例 （カナダ：On time, On budget 評価）

28出典：国土交通省調べ



事後評価事例による事業費、事業期間の変動分析

○これまで事後評価を実施した事業では、事業化当初と完了時の変化率は、事業費、
事業期間ともに約７～８割が感度分析（±１０％）の範囲内。
○事業費では、計画設計見直しや軟弱地盤対策、用地補償等が増の主な要因。

〔事業費〕

〔事業期間〕

※計画時と完了時とで事業費の算出方法/供用方法
が異なる事業や計画時の事業費又は当初の供用
予定年次等が確認できない事業はサンプル対象
から除いている。

増加率の高い事業の主な要因（上位１０事業）

1 計画設計見直し（仮道） 用地補償費の増

2 用地補償費の増 -

3 計画設計見直し（トンネル） -

4 軟弱地盤対策 -

5 計画設計見直し（橋梁・施工範囲） 軟弱地盤対策

6 軟弱地盤対策 関係機関との調整（埋文調査）

7 用地補償費の増 軟弱地盤対策

8 計画設計見直し（幅員構成） -

9 軟弱地盤対策 -

10 計画設計見直し（施工範囲・構造） -

増減の主な要因

増減の主な要因

1 用地補償処理

2 関係機関との調整（交差点）

3 関係機関との調整（ほ場整備）

4 用地補償処理

5 軟弱地盤対策

6 関係機関との調整（高速）

7 用地補償処理

8 用地補償処理

9 軟弱地盤対策

10 軟弱地盤対策 29

出典：国土交通省調べ

【使用データ】
・事業化当初と完了時と
の事業費の変化率
・N=185：事後評価実施
直轄事業（H15～H26）

【使用データ】
・事業化当初と完了時と
の事業期間の変化率
・N=161：事後評価実施
直轄事業（H15～H26）

+10%超増

２６％

-10%超減 ５％

+0%～+10%

３０％

-10%～0%

３９％

±１０％以内

約７割

-10%超減 ２％

+10%超増

１９％

-10%～0%

６３％
+0%～+10%

１６％

±１０％以内

約８割
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事業評価の流れと実施状況

新規採択時評価 再評価 事後評価再評価 再評価

②新規事業採択時評価
新規事業の採択時において、費用対効果分析を含めた
事業評価を行うもの。平成１０年度から導入。

③再評価
事業採択時から３年経過して未着工の事業、５年経過して継続中の
事業等について再評価を行い、必要に応じて見直しを行うほか、
事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止するもの。
平成１０年度から導入。

④事後評価
事業完了後に、事業の効果、環境への影響等の確認を行い、
必要に応じて適切な改善措置、同種事業の計画・調査のあり方等を
検討するもの。平成１５年度から導入。

（３年未着工）

（５年継続）

（再評価後３年経過）

（新規事業採択） （着工） （完了）

（完了後５年以内）

累計：１,５８４件
（H26年度（直轄事業）：１０件）

計画段階評価

①計画段階評価
新規事業採択時評価の前段階において、政策目標を明確にした上で、
複数の案の比較・評価を行うもの。平成２２年度から導入。

累計：７１件

累計：４,４００件
（H26年度（直轄事業）：１４３件）

累計：３７９件
（H26年度（直轄事業）：２５件）

出典：国土交通省調べ

○事業評価の対象事業：新設・改築事業
○事業評価の実施主体：事業を実施する者（国土交通省、地方公共団体等）



【参考】 これまでの事業評価部会での主な意見
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（１）様々な効果の評価
○ 様々な効果を定量化して評価する方法について、更に研究を重ねるべき。 （第１０回事業評価部会）

○ ミッシングリンクや暫定２車線区間については、今後解決していくべき課題であり、様々な効果を評価する方法について、更に
研究を重ねるべき。 （第１１回事業評価部会）

（２）評価の単位（区間及び時期）

○ 今回の震災からの復旧では、ネットワークが支えになった。箇所毎に評価するのではなく、全体として評価すべき。
（第３回事業評価部会）

○ ミッシングリンクの箇所については、個別区間毎の評価だけでなく、事後評価の際には路線全体として評価も行うこと。
（第８回事業評価部会）

○ 評価のあり方として、部分的な区間の評価とともに、その先の区間も含めたネットワーク全体としての評価をどのように行って
いくのか、更に研究が必要。 （第９回事業評価部会）

（３）評価の視点

○ 個別事業の評価だけでは十分ではなく、上位の計画論でプランを決めたうえで、優先順位を付けるような手法がよいのではないか。
（第３回事業評価部会）

○ 道路事業の目的や効果に沿って評価し、最終的には総合化して全体として考えることが重要。 （第４回事業評価部会）

○ 事業評価手法については、渋滞や事故等の量的な評価にとどまることなく、地方創生等の動きも踏まえ、次の時代にふさわしい
手法を研究すべき。 （第１１回事業評価部会）



【参考】 これまでの地方小委員会での主な意見
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（１）様々な効果の評価

○ 冬期では時間短縮だけではなく、安全安心などの評価項目を加えることも検討していくべき。 （Ｈ23年度北海道第4回）

○ 道路利用者や地域住民に理解してもらうという視点からは、時間短縮等の直接便益だけではなく、生産額増加等の経済波及
効果やわかりやすいアウトカム指標を選ぶなど、効果に関する説明の工夫が必要。 （H22年度中部第2回）

○ Ｂ／Ｃについて、３便益以外にも「物流による経済効果」、「ネットワークの形成に寄与する」、「地域の活性化」、「国際競争力」と
いう視点でも評価を検討してほしい。 （H22年度東北第2回）

（２）評価の単位（区間）

○ 全体都市計画のネットワークがある中で、事業化区間という現実的な計画のみでB/C を算出することは適切で無いのではと思う。
（H22年度北陸第2回）

○ 繋がって初めて発現する便益も多いため、新規事業採択時の評価では、広域ネットワークが整備されたときの費用対効果を分析
するなど、評価手法を検討すべき。 （H27年度中国第3回）

（３）評価の視点

○ 政策目標については、Ｂ／Ｃにこだわり過ぎているような気がするので、定量化をどう表すかは色々難しいが、ある程度目標を
持つように工夫して頂きたい。 （H23年度東北・北陸第1回）

○ 地域特有の課題に対して優先すべき政策目標として、観光や地域の特産である農水産物など、本来地域が持っている
ポテンシャルを活かすための道路整備について、10年～20年後を見据えた検討を行うべき。 （H27年度中国第3回）



【参考】 これまでの事業評価監視委員会での主な意見
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（１）様々な効果の評価

○ その他効果にそれなりの便益があるはずで、これらを客観的・数量的に評価することが重要。 （H25年度北陸第1回）

○ 日本でも雇用や医療の便益をどう評価するかというのが重要になってくると考える。 （H22年度中部第6回）

○ 観光にはＧＤＰを上げるという面があり、これは今後算出して評価に加えた方が良い。 （H22年度中部第3回）

○ 神戸港も震災による機能低下で国際的ランクが低下し、日本経済に莫大な損失を与えた。気候変動による集中豪雨も頻繁に発生
しており、非常時の便益が重要になってきていると考える。 （H22年度中部第3回）

○ 交通の信頼性や対象区間の完成によるネットワーク全体のB/C効果を考慮できないか。 （H24年度東北第1回）

（２）評価の単位（区間及び時期）

○着手されている事業単位で評価対象が設定されてきているが、着手予定の区間も含めて一つの区間として事業単位をグルーピング
するなど、評価対象とする事業箇所について検討すべき。 （H22年度東北第5回）

○評価の時期について、一定の条件に該当するものは３年、そうでないものは５年、場合によってはもっと長くても良い等、見直すところは
たくさんある。 （H25年度関東第１回）

（３）評価の視点

○事後評価（整備効果）について前回再評価時の推計値と供用後の実測値を比較して、精度の向上も図って行くべきではないか。
（H27年度北陸第4回）

○予算制約がある中、個々の事業の評価だけではなく、バックキャスティング的発想で道路網全体の機能維持を考えなければいけない。
（H22年度中部第3回）

○全国一律で評価するのはやむを得ないと思うが、定性的な効果の大きいB/Cは１を下回っていてもやらなければいけない事業はあると
思う。 （H23年度北海道第6回）

○不確実性が存在する場合は最初から期待値として事業費に見込むことも検討すること。 （H26年度東北第2回）


